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自動車交通局関係予算内示要旨

平成１８年１２月２０日

国土交通省自動車交通局

問い合わせ先

国土交通省自動車交通局総務課　舩曳

電話　03-5253-8111（内線41102）



１．自動車交通局関係予算内示総括表
（単位：百万円）

前年度予算額 内 示 額 対前年度倍率
(A) (B) (B/A)

１．安心して誰もが使いやすい公共交通サービスの実現 10,393 10,553 1.02
公共交通移動円滑化事業 1,570 1,547 0.99 7

自動車運送事業の安全・円滑化等総合対策事業 1,600 1,768 1.11 10

地方バス路線維持対策 7,169 7,133 1.00 11

運転者登録制度の導入等タクシーの安全と質の確保・向上対策 0 50 - 12

標準データフォーマットを活用したバス総合情報の電子化推進 54 47 0.87 13

福祉輸送に係るセダン型の乗降介助等における運転者の教育体制の整備 0 8 - 14

２．環境対策の推進 ※1 3,123 2,849 0.91
低公害車普及促進対策 ※2 2,412 2,237 0.93 うち経済成長戦略推進施策　５１０百万円 15

次世代低公害車開発・実用化促進事業 395 413 1.05 うち経済成長戦略推進施策　１００百万円 16

燃料電池自動車実用化促進プロジェクト 166 66 0.40 17

自動車排出のＮＯxの低減を目的とした啓発・指導等事業 0 12 - 18

自動車分野のＣＯ２排出量評価プログラムの構築 62 49 0.79 19

自動車排出ガス性能劣化要因分析事業 62 50 0.81 20

自動車排出ガス対策に係る世界統一基準導入調査 26 22 0.85 20

３．安全対策の充実・強化 1,432 2,104 1.47
ＩＴ化等による自動車検査の高度化 248 816 3.29 23

先進安全自動車（ＡＳＶ）プロジェクトの推進 ※3 150 505 3.37 25

車両の安全対策 508 358 0.70 26
リコール制度の着実な運用 357 322 0.90 29
自動車運送事業者に対する監査システムの強化 153 76 0.50 29

事故を起こした自動車運送事業者に対する指導体制の強化 16 20 1.25 29
輸送の安全向上のための優良な労働力（ﾄﾗｯｸﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ）確保対策 0 7 - 30

４．自動車ユーザーの利便向上と交通事故被害者対策の充実 5,449 5,039 0.92
自動車保有関係手続のワンストップサービスの推進 1,959 1,749 0.89 31

スマートプレートの実用化に向けた実証実験・調査研究 20 15 0.75 32

自動車事故対策機構による介護料の支給 3,287 3,050 0.93 33

重度後遺障害者に対する短期入院支援の拡充 183 225 1.23 33

20,397 20,132 0.99

※ 1

※ 2

※ 3 一部予算について再掲を含む。

道路局との連携により、道路特定財源を活用。

備 考事 項

合 計

頁

経済産業省と連携して上記以外に、ﾃﾞﾏﾝﾄﾞｼｽﾃﾑの導入促進、ﾀｸｼｰ事業のｸﾞﾘｰﾝ化の推進、EMSの全面導入によるｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞの推進等について、NEDO（独立行政法人　新ｴﾈﾙｷﾞｰ・産
業技術総合開発機構）のｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化事業者支援事業又はｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化技術戦略的開発事業について、運送事業者等から合計35億円程度応募の見込み。



自 動 車 交 通 行 政 主 要 施 策

内示額（前年度予算額）

単位：百万円

１．安心して誰もが使いやすい公共交通サービスの実現

　バスのバリアフリー化、他モードと連携したＩＣカードの普及、福祉タクシーの
普及、地域における生活交通の確保及び活性化等を図るとともに、タクシー運転者
の登録制度を導入し、安心して誰もが使いやすい公共交通サービスの実現を図る。

①　公共交通移動円滑化事業 1,547 1,570)(  

ノンステップバスの導入等 1,041 1,170)(  

ＩＣカードシステム 213 250)(    

福祉輸送普及促進モデル事業 100 124)(    

地域バス交通活性化事業 180 0)(      

②　自動車運送事業の安全・円滑化等総合対策事業 1,768 1,600)(  

③　地方バス路線維持対策 7,133 7,169)(  

④　運転者登録制度の導入等タクシーの安全と質の確保・向上対策 50 0)(      

ワンステップバスとノンステップバ
スの車両価格の差額を国と地方
公共団体とが協調して補助

ノンステップバスの導入促進

福祉輸送の普及促進

車椅子等をそのまま乗せて
輸送できるリフト付き車両

タクシーの安全と質の確保・向上対策

東京

大阪

センターサーバの整備
（ネットワーク化）

※東京・大阪タクシーセンター
   は、既に運転者登録を実施

タクシー運転者登録制度の実施地域の拡大

地方バス路線維持対策

国の役割・ ・
広域的・幹線的なバス路線

       都道府県等と協調して支援/

＜地域協議会＞
　生活交通維持・確保方策を協議・調整

  地方の役割
   その他のバス路線
自治体の判断により維持

地方公共団体に対する地方財政措置
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２．環境対策の推進

　地球温暖化や大都市を中心に依然深刻な自動車の排出ガス(ＮＯｘ・ＰＭ)等の
環境問題に対処するため、低公害車の普及・開発の促進等を図る。
　なお、経済産業省等と連携して、自動車運送事業者等による省エネ対策の取り
組みを一層推進する。

①　低公害車普及促進対策 2,237 2,412)( 

②　次世代低公害車開発・実用化促進事業 413 395)(   

③　燃料電池自動車実用化促進プロジェクト 66 166)(   

④　自動車排出のＮＯｘの低減を目的とした啓発・指導等事業 12 0)(     

⑤　自動車分野のＣＯ２排出量評価プログラムの構築 49 62)(    

低公害車の価格
低減による一層の
普及拡大

離陸効果

国 地方公共
団体等

バス・
トラック
事業者等

補助 補助

CNG自動車

NOx・PMの低減に
よる大気環境の

改善

直接効果

低公害車の普及促進

ｽｰﾊﾟｰｸﾘｰﾝ
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車

次世代ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車

ｼﾞﾒﾁﾙｴｰﾃﾙ自動車

次世代圧縮天然ｶﾞｽ自動車

公道走行試験等の実施

技術基準等の整備 実用化

次世代低公害車の開発・実用化の促進
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データ　等

省エネ対策
を反映した
CO2排出量

自動車運送事業におけるCO2排出量を
効果的に削減

○自動車分野のCO2排出量評価プログラムの構築

　　省エネ対策
・低公害車導入
・エコドライブ 等

地球温暖化対策の推進
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適切な点検整備

ユーザーの意識の向上

ユーザーへ即時
及び事後通知

RSDを使用したNOx低減のための啓発・指導

表示板

RSDにより走行中の自動車から
のNOx排出量を計測

自動車排出のNOxの低減を目的とした啓発・指導



３．安全対策の充実・強化

　自動車交通事故の件数は6年連続で90万件を超え、負傷者数も7年連続で100万人
を超えるなど、交通事故防止のための安全対策は緊急かつ重要な課題である。
　このため、二次架装やリコール問題に対応した自動車検査の高度化の推進や先進
安全自動車（ＡＳＶ）の導入促進など安全対策を充実・強化する。

①　ＩＴ化等による自動車検査の高度化 816 248)(   

②　先進安全自動車（ＡＳＶ）プロジェクトの推進 (一部再掲） 505 150)(   

③　車両の安全対策 358 508)(   

④　リコール制度の着実な運用 322 357)(   

⑤　自動車運送事業者に対する監査システムの強化 76 153)(   

様々な活用
連携

自動車登録検査情報
システム（ＭＯＴＡＳ）

型式指定自動車諸元ＤＢ

不具合情報ＤＢ

検査情報
システム

ＩＴ化による自動車検査情報の活用

ＩＴ化等による自動車検査の高度化

先進安全自動車（ASV）プロジェクトの推進

先進安全自動車（ＡＳＶ）の普及促進

先進安全自動車（ASV)について、交通事故削
減のため、大型車用衝突被害軽減ブレーキの
補助制度を創設する。

ブレーキ作動

ミリ波レーダーがつねに前方の状況を検知。

ドライバーが前方の車両に気づかない場合は、音によりドライバーにブレーキ操作を行う
ように促す。

追突する若しくは追突の可能性が高いとコンピュータが判断すると、ブレーキを
作動。

●先行車両に近づく場合

ﾋﾟﾋﾟﾋﾟ!

検査コース

継続検査新規検査

検査法人の検査データ

自動車検査独立行政法人
（継続検査や街頭検査時に活用し、二次架装等の不正改造車を排除）

傾向分析

8%

10%

13%

10%
5%

54%

要因分析

(検査データの分析によるリコールにつながる不具合データの抽出）

街頭検査継続検査

偽造

検査票 電子タグ

検査票
（電子データ）

（検査票の電子化による不正車検の防止）

全国の検査法人の事務所に電子車両検査機器等を配備

車両撮影、寸法測定

ドライブレコーダを活用した事故分析調査

車両の安全対策

ドライブレコーダ

高機能・高性能ドライブレコーダを活用し、事故の詳
細な状況等を調査するとともに、事故分析に必要なド
ライブレコーダの規格策定を進める。

前方監視用小型カメラを備え、ある
一定の減速度（ブレーキ）が作動し
た場合に車両前方の映像や減速度
等の車両データを記録する装置



４．自動車ユーザーの利便向上と交通事故被害者対策の充実

　自動車ユーザーの利便向上を図るため、自動車保有関係手続のワンストップ
サービス化を推進するともに、電子ナンバープレート（スマートプレート）の
実用化に向けた取組みを行う。また、交通事故による重度後遺障害者への支援
を拡充し、被害者救済対策の充実を図る。

①　自動車保有関係手続のワンストップサービスの推進 1,749 1,9(  

②　スマートプレートの実用化に向けた実証実験・調査研究 15 (    

③　自動車事故対策機構による介護料の支給 3,050 3,2(  

④　重度後遺障害者に対する短期入院支援の拡充 225 1(    

※ワンストップサービス稼動地域　
（新車新規登録手続を対象）

平成１７年１２月２６日～
東京都、神奈川県、愛知県、大阪府

平成１８年　４月２４日～
埼玉県、静岡県

平成１９年　１月２９日～

　 岩手県、群馬県、茨城県、兵庫県

電子決済

警察署

運輸支局

都道府県税
事務所

行政機関

自動車検査証・ナンバープレートなどの交付

自賠責保険

本人等

　ワンストップ　

サービス・システム

購入者

認証機関認証機関

　個人・法人認証等

車庫証明

自動車税・

取得税納付

保険会社等

検査・登録、

重量税確認

購入

　

（認証登録）

販売店

金融機関金融機関
メーカー

完成検査終了証

イ
ン
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ー
ネ
ッ
ト

イ
ン
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ー
ネ
ッ
ト

申請・

納税等

ＩＣカード等
（電子証明書）

電子証明書発行申請
秘密鍵
の生成

市区町村等

民間機関

納車

　

自賠責保険

ワンストップサービス化のイメージワンストップサービス化のイメージ
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